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　現在の政府間財政移転には、「税還付」、「専項財政移転」と「一般的財政移転」3）などがある。
2013 年度の財政収入決算額により、地方の主な財入内訳をみると、地方税収が 46.1%、非




















































施された 1994 年 10.8%、その直後の 1995 年と 1996 年 10% 強と一旦下がったが、1997 年
以降着実に高まっており、2014 年に 22.1% に達したという。他方、中央コントロール力
の強化の面では、各種の税目が中央税・地方税・共有税と規範化されることにより、中央
財政収入が国家財政収入に占める割合は、「分税制」直前の 1993 年 22.0% から 1994 年に
一気に 55.7% までに上がり、それ以来ほぼ横ばいの状態になっている。2014 年現在の比
重は、45.9% であり、中央対地方が半々といえる。中央政府の財政力の回復により、本稿
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22.3%：77.7% と激変し、実質上、「分税制」改革前の比重に反落することになった。この
ように中央の財政力が「分税制」により、急に上昇したとは言い難かった。他方、後述す












































1994 年の地方収入が下回らないように、「分税制」が導入する直前の 1993 年の純「上劃
収入」（すなわち、消費税額 +0.75 ×増値税額－「下劃収入」）を全額地方に還付し、1994
年の地方への還付額とする。
　なお、1994 年以降の還付額は、上記した 1993 年の純「上劃収入」を基数として毎年逓
増させていく。還付額の増加率は、「両税」の全国平均増加率の 1：0.3 とされ、下記の公
式で算定する。
　公式の中、Git は i 地区が第 t 年度の還付額で、Rit は i 地区の「両税」の対前年度の増












具体的に、初年度の 2002 年に、中央と地方を 5：5 で、それ以降は、6：4 で配分。これ
に伴い、2002 年以降は、増値税・消費税の「両税」に加え、所得税が税還付の対象となった。
所得税基数還付の還付額が財政移転全体に占める割合は、2003 年（898.0 億元）に一度だ
け 1 割を超えたが、それ以降は下がりつつある。2014 年のそれは、わずかの 1.8% である。
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1531.1 億元（2015 年現在）のままである。財政移転全体に占める割合が、初年度の 5.4% から、

















図2　1995 年〜 2014 年、財政移転額の推移（単位 : 億元）
（出所）1995 年〜 2007 年：遼寧省財政科学研究所・東北財経大学財税学院「1995 年〜 2009 年地方財力、
　　　　　　　　  中央返還及上解情況」『地方財政研究（2011 年 01 期）』






















































計 19 の項目を含んでいる（表 1 参照）。その使途は、農林水（27.18%）、交通運輸（17.12%）、
社会保障と雇用促進（12.41%）という順になっており、中央政府の意思が反映されている。
　専項財政移転の総額は、1995 年 374.7 億元から、2014 年 18,941.1 億元に急速に増額され、


















































































































　各地方への交付金は、2 つの部分から構成される。1 つは、2000 年の 10 億元の政策的
財政移転金を基数に、前年度の増値税の増加率に合わせて増加する分である。もう 1 つは、
少数民族地域の増値税収入を、「環比法」（前月比）で計算し、前年度より増収分の 80%















　2013 年決算では、賃金調整財政移転は 2,429.34 億元であり、同年度一般的財政移転総






　一般的財政移転の総額は、設立された 1995 年にわずか 290.9 億元であったが、その後
























れから地方財政に占める割合は低下傾向にあり、2004 年決算で全体の 46.7% と、さらに、
2014 年で同 40.5% と低下した。一見、地方財政に対して、財政移転の重要性が低下して
いるようであるが、誤解である。むしろその重要性がますます高まっている。
財政移転の総額は､ 前章の図 2 のような推移をたどっている｡ 1995 年（2,532.9 億元）か
ら 1999 年（3,992.3 億元）までは、徐々に伸び続けたが、21 世紀に入ると、経済の高成長
とともに、急速に伸びてきている。特に 2002 年以降、所得税配分改革により、企業所得
税と個人所得税が中央財政と省財政の共有税になったことにより、中央財政収入の規模が
急増した。それに伴い、地方への財政移転が急速に増額された。2014 年には 51,591.04 億












　財政移転が発足した直後の 1997 年のデータをみてみると、1 人当たり GDP（域内総生産）
は、最高値の上海市 25,750 元に対し、最低値の貴州省 2,215 元であり、両者の格差が 11.6




相関度が強まった 24）。一般的財政移転が導入された 1995 年に、最高値の上海市と最低値
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8.4 倍に、さらに、2014 年には、最高値のチベット自治区と最低値の河南省の格差は、5.8
倍までに縮小されており、好ましい傾向を見せている（表 2）。
　2014 年現在のデータで、省別 1 人当たり財政収入を変動係数 26）の方法で計算すれば、
財政移転金で調整する前は、0.676 であり、移転金を加えた後は 0.507 に縮小されている。
改善の余地は依然として大きいが、財政移転に一定の均等化効果があることがうかがえる。





と 26% しかなかった。財政調整機能が弱体化していたことが分かる（図 4 左）。2000 年代
に入ると、中央政府が主導している「西部大開発戦略」　は発足した。それとともに、西
部地区のインフラ整備・生活保護など、発展環境を作るために、十分な財源が必要となっ









































































































































　この点について更に詳しくみていくために、2013 年の財政移転の依存度の上位 5 地域
と下位 5 地域の財政移転規模を比較する。表 3 で財政移転は地域間の財政力格差に応じて
配分していることが分かる。依存度の上位 5 地域は、すべて 1 人当たり GDP が少なく、
経済の立ち遅れている西部地区の省・自治区である。財政移転は財政力の弱い地域に傾斜
的に交付されていることが分かる。
　なお、依存度がそれぞれ 1 位と 4 位のチベット自治区と新疆ウイグル自治区は、もっと
も貧困な地域でないことに注目したい。特に、2009 年より、チベットが、「1 人当たり財









































































図4　地区毎の財政移転状況の比較（1995 年と 2013 年）
（出所）『中国財政年鑑』（各年版）より、筆者作成。






























　イ、2001 年から 2010 年までの中間期（専項財政移転中心期）は、専項財政転が占める









専項財政移転と税還付を上回り、2008 年〜 2010 年の間に、一旦専項財政移転を下回ったが、
それ以降、比重が上昇する基調が続いており、財政調整の主軸が一般的財政移転となった




てのわずかの比重（1995 年に 7.1% と 5.5%）から 2009 年（20.2% と 18.5%）まで増加傾向
にあった。その後、専項財政移転が若干減少傾向に転じたが、一般的財政移転が引き続き








2006 年から 2009 年の間、両方とも 15% 〜 19% 台でほぼ並んだ後逆転し、2013 年には、





















　例えば、2002 年 12 月に公布された「国務院の［財政部が省以下の財政管理体制の完全
化に関する問題・意見］の指示と転送の通知」（「国務院批転財政部関于完善省以下財政管
理体制有関問題意見的通知」）では、各レベル政府の行政権範囲と財政支出責任の確定を





























　2013 年に開催された中国共産党第 18 期中央委員会第 3 回全体会議（三中全会）で審議・
採択された「改革の全面的深化における若干の重大な問題に関する中共中央の決定」（「中






































　専項財政移転に関して述べた内容の中で、2014 年にすでに 3 割の専項移転支出項目を











































民に公共サービスを提供しているのは、地方である。2015 年 8 月に行われた第 12 次全国
人民代表大会常務委員会で、楼継偉財政部長（当時）は、2015 年 1 月〜 7 月の地方政府
性基金本級収入が前年同期比で 32.7% 減少した。その原因は、国有土地使用権の譲渡収入









































年 2 月 12 日アクセス）。
















34）中国人大ネット「国務院が本年度以来予算執行状況に関する報告－ 2015 年 8 月 27 日第 12 次
全国人民代表大会常務委員会第 16 次会議にて」http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/2015-08/29/
content_1945072.htm（2016 年 6 月 29 日アクセス）。
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